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厚生労働省保険局長   
（公 印 省 略）    

 
 

「指定訪問看護事業者等の指導及び監査について」の一部改正について 
 
 

標記については、「指定訪問看護事業者等の指導及び監査について」（平成 20 年９月 30
日付け保発 0930009 号）により取り扱ってきたところであるが、今般、中央社会保険医療
協議会総会における審議を踏まえ、別添１を次のとおり改正し、令和７年４月３日から適
用することとしたので通知する。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙１ 



（別添１） 
 

指 導 要 綱 
 
第１ 目的 

本要綱は、厚生労働大臣若しくは地方厚生（支）局長又は都道府県知事が、健康保険
法（大正 11 年法律第 70 号）第 91 条（同法及び船員保険法（昭和 14 年法律第 73 号）
において準用する場合を含む。）、国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号）第 54 条の
2 の 2 及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）第 80 条の規定に
基づき、指定訪問看護事業者及び当該指定に係る訪問看護事業所（以下「訪問看護ステ
ーション」という。）の看護師その他の従業者に対して行う健康保険法、船員保険法、
国民健康保険法及び高齢者の医療の確保に関する法律による訪問看護療養費の支給に係
る指定訪問看護の内容及び訪問看護療養費の請求に関する指導について基本的事項を定
めることにより、指定訪問看護の質的向上及び適正化を図ることを目的とする。 

 
第２ 基本方針 

指導は、指定訪問看護事業者及び訪問看護ステーションの看護師等に対し「指定訪問
看護の事業の人員及び運営に関する基準」（平成 12 年厚生省令第 80 号）、「訪問看護療養
費及び公益負担医療に関する費用の請求に関する省令」（平成 4 年厚生省令第 5 号）、「訪
問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法」（平成 20 年 3 月厚生労働省告
示第 67 号）、「訪問看護療養費に係る訪問看護ステーションの基準等」（平成 18 年 3 月厚
生労働省告示第 103 号）等に定める指定訪問看護の取扱い、訪問看護療養費の請求に関
する事項について周知徹底させることを主眼とし、懇切丁寧に行う。 

なお、指導を行うに当たっては、保険者、審査支払機関及び都道府県の医師会等に協
力を求め、円滑な実施に努める。 

 
第３ 指導の形態 

指導の形態は、次のとおりとする。 
１ 集団指導 

集団指導は、地方厚生（支）局及び都道府県又は厚生労働省並びに地方厚生（支）
局及び都道府県が共同で、指導対象となる訪問看護ステーションの指定訪問看護事業
者及び看護師等を一定の場所に集めて講習等の方式により行う。 

２ 個別指導 
個別指導は、地方厚生（支）局及び都道府県又は厚生労働省並びに地方厚生（支）

局及び都道府県が共同で、指導対象となる訪問看護ステーションの指定訪問看護事業
者及び看護師等を一定の場所に集めて又は当該訪問看護ステーションにおいて個別に



面接懇談方式により行う。 
（１）地方厚生（支）局及び都道府県が共同で行うもの。（以下「都道府県個別指導」

という。） 
（２）厚生労働省並びに地方厚生（支）局及び都道府県が共同で行うものであって、特

定の範囲の訪問看護ステーション又は緊急性を要する場合等共同で行う必要性が生
じた訪問看護ステーションについて行うもの。（以下「共同指導」という。） 

 
第４ 指導対象となる訪問看護ステーションの選定 

指導は、効果的かつ効率的な指導を行う観点から、指導形態に応じて次の基準に基づ
いて対象となる訪問看護ステーションの選定を行う。 
１ 選定委員会による選定 
（１）個別指導の選定は、「保険医療機関等及び保険医等の指導及び監査について」（平

成 7 年 12 月 22 日保発第 117 号）の指導大綱により設置された選定委員会において
行うこととし、選定委員会においては個別指導の対象となる訪問看護ステーション
について、第 4 の 3 の選定基準に照らして公正に選定を行う。 

（２）選定委員会は、選定に当たり必要と認められるときは、都道府県の審査支払機関
に意見を聞くことができる。 

（３）共同指導の対象となる訪問看護ステーションについては、対象候補の中から厚生
労働省並びに地方厚生（支）局及び都道府県が協議のうえ選定を行う。 

２ 集団指導の選定基準 
次の選定基準に基づき選定する。 

（１）新規指定の訪問看護ステーションについては、概ね 1 年以内に全てを対象として
実施する。 

（２）都道府県介護保険担当部署との連携により、合同による集団指導が必要と認めら
れる訪問看護ステーションを対象として実施する。 

（３）指定訪問看護の費用の改定時における指導等については、指導の目的、内容を勘
案して選定する。 

３ 個別指導の選定基準 
（１）都道府県個別指導 

次に掲げるものについて、原則として全件都道府県個別指導を実施する。 
① 審査支払機関、保険者、被保険者等から指定訪問看護の内容又は訪問看護療養

費の請求に関する情報の提供があり、都道府県個別指導が必要と認められた訪問
看護ステーション 

② 都道府県介護保険担当部署との連携により、合同による都道府県個別指導が必
要と認められた訪問看護ステーション 

③ 都道府県個別指導の結果、第 7 の 1 に掲げる措置が「再指導」であった訪問看



護ステーション又は「経過観察」であって、改善が認められない訪問看護ステー
ション 

④ 監査の結果、戒告又は注意を受けた指定訪問看護事業者の当該訪問看護ステー
ション 

⑤ 訪問看護療養費請求書の 1 件当たりの平均額が高い訪問看護ステーション（た
だし、取扱件数の少ない訪問看護ステーションは除く。）について 1 件当たりの平
均額が高い順に選定する。 

⑥ 正当な理由がなく集団指導を拒否した訪問看護ステーション 
⑦ その他特に都道府県個別指導が必要と認められる訪問看護ステーション 

（２）共同指導 
① 同一指定訪問看護事業者に係る複数の都道府県に所在する訪問看護ステーショ

ン 
② その他特に共同指導が必要と認められる訪問看護ステーション 

 
第５ 指導担当者 

都道府県個別指導については、原則として地方厚生（支）局にあっては、地方厚生
（支）局長が指名する事務官及び非常勤の看護師、必要に応じて技官、非常勤の医師が、
都道府県にあっては都道府県において適当と認める者が担当する。 

共同指導については、上記に加えて厚生労働省保険局医療課の医療指導監査担当官が
担当する。 

 
第６ 指導の方法等 

１ 集団指導 
（１）指導実施通知 

指導対象となる訪問看護ステーションを決定したときは、地方厚生（支）局はあ
らかじめ集団指導の日時、場所、出席者等を文書により当該指定訪問看護事業者に
通知する。なお、当該通知には、当該集団指導を地方厚生（支）局及び都道府県又
は厚生労働省並びに地方厚生（支）局及び都道府県が共同で行うことを明記するも
のとする。 

（２）出席者 
訪問看護ステーションを対象とした集団指導については、指導の内容等により決

定する。 
（３）指導方法 

集団指導は、指定訪問看護の取扱い、訪問看護療養費請求事務、指定訪問看護の
改定内容、過去の指導事例等について、講習、講演等の方法で行う。 

２ 個別指導 



（１）指導実施通知 
指導対象となる訪問看護ステーションを決定したときは、地方厚生（支）局はあ

らかじめ次に掲げる事項を文書により、当該指定訪問看護事業者に通知する。なお、
当該通知には、当該個別指導を地方厚生（支）局及び都道府県又は厚生労働省並び
に地方厚生（支）局及び都道府県が共同で行うことを明記するものとする。 
① 個別指導の根拠規定及び目的 
② 指導の日時（土曜日及び休日を除く。）及び場所 
③ 出席者 
④ 準備すべき書類等 

（２）出席者 
指導に当たっては、指導対象となる訪問看護ステーションの指定訪問看護事業者

（又はこれに代わる者）及び管理者に出席を求めるほか、必要に応じて指定訪問看
護担当者及び訪問看護療養費請求事務担当者等の出席を求める。 

（３）指導の方法 
指導は、原則として指導月以前の連続した 2 カ月分の訪問看護療養費請求書に基

づき、関係書類等を閲覧し、面接懇談方式により行う。 
（４）事前調査 

個別指導を行うに当たって、不正又は不当が疑われ、患者又は家族から訪問看護
状況等の聴取を、主治の医師から訪問看護指示状況等の聴取を必要と認める場合は、
速やかに調査（以下「患者等調査」という。）を行い、その結果を基に当該訪問看
護ステーションの個別指導を行う。 

なお、患者等調査の結果、不正又は著しい不当が明らかとなった場合は、個別指
導を行うことなく当該訪問看護ステーションに対して「監査要綱」に定めるところ
により監査を行う。 

（５）指導記録の作成 
指導担当者は、指導後、指導内容を記録する。 

 
第７ 指導後の措置等 

１ 指導後の措置 
個別指導後の措置は、次のとおりとし、指定訪問看護の内容及び訪問看護療養費の

請求の妥当性等により措置する。 
なお、指導において、訪問看護ステーションの管理者が名義貸し又はそれに準じた

勤務実態にあって適正な指定訪問看護を行うことができないと認められた場合は、
「指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準」等に違反することから、当該指
定訪問看護事業者に対して、管理者の変更を指導する。 

（１）概ね妥当 



指定訪問看護の内容及び訪問看護療養費の請求に関し、概ね妥当適切である場合 
（２）経過観察 

指定訪問看護の内容又は訪問看護療養費の請求に関し、適正を欠く部分が認めら
れるものの、その程度が軽微で、指定訪問看護担当者の理解も十分得られており、
かつ、改善が期待できる場合 

なお、経過観察の結果、改善が認められないときは、当該訪問看護ステーション
に対して再指導を行う。 

（３）再指導 
指定訪問看護の内容又は訪問看護療養費の請求に関し、適正を欠く部分が認めら

れ、再度指導を行わなければ改善状況が判断できない場合 
なお、不正又は不当が疑われる場合は、速やかに患者等調査を行い、その結果を

基に当該訪問看護ステーションの再指導を行う。患者等調査の結果、不正又は著し
い不当が明らかとなった場合は、再指導を行うことなく当該訪問看護ステーション
に対して「監査要綱」に定めるところにより監査を行う。 

（４）要監査 
指導の結果、「監査要綱」に定める監査要件に該当すると判断した場合 
この場合は、後日速やかに監査を行う。ただし、指導中に指定訪問看護の内容又

は訪問看護療養費の請求について、明らかに不正又は著しい不当が疑われる場合に
あっては、指導を中止し、直ちに監査を行うことができる。 

２ 指導結果の通知等 
地方厚生（支）局は、個別指導の結果及び指導後の措置について文書により訪問看

護ステーションの当該指定訪問看護事業者に通知する。 
なお、指導担当者は、個別指導が終了した時点において、訪問看護ステーションの

当該指定訪問看護事業者（又はこれに代わる者）及び管理者に対し、口頭で指導の結
果を説明する。 

３ 改善報告書の提出 
地方厚生（支）局は、訪問看護ステーションの当該指定訪問看護事業者に対して、

前記 2 の指導の結果で指摘した事項に係る改善報告書の提出を求める。 
 
第８ 指導拒否への対応 

１ 正当な理由がなく集団指導を拒否した場合は、都道府県個別指導を行う。 
２ 正当な理由がなく個別指導を拒否した場合は、監査を行う。 

 
第９ その他 

１ 地方厚生（支）局は、訪問看護ステーションの都道府県個別指導について、都道府
県関係各課を通じて都道府県介護保険担当部署との間で、相互に情報提供を行うなど



の連携を図り、適正な実施に努める。 
２ 地方厚生（支）局は、訪問看護ステーションの管理者の変更を指導し変更をされた

場合は、他の地方厚生（支）局へ当該管理者の氏名、職種、免許番号、内容等を連絡
する。 

３ 地方厚生（支）局は指導の実施状況について、別に定めるところにより厚生労働省
保険局医療課医療指導監査室に報告する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（別添２） 
監 査 要 綱 

 
第１ 目的 

本要綱は、厚生労働大臣若しくは地方厚生（支）局長又は都道府県知事が、健康保険
法（大正 11 年法律第 70 号）第 94 条（同法及び船員保険法（昭和 14 年法律第 73 号）
において準用する場合を含む。）、国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号）第 54 条の
2 の 3 及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）第 81 条の規定に
基づき、指定訪問看護事業者及び当該指定に係る訪問看護事業所（以下「訪問看護ステ
ーション」という。）の看護師その他の従業者に対して行う健康保険法、船員保険法、
国民健康保険法及び高齢者の医療の確保に関する法律による訪問看護療養費の支給に係
る指定訪問看護の内容及び訪問看護療養費の請求について行う監査に関する基本的事項
を定めることにより、指定訪問看護の質的向上及び適正化を図ることを目的とする。 
 

第２ 監査方針 
監査は、訪問看護ステーションの指定訪問看護の内容又は訪問看護療養費の請求につ

いて、不正又は著しい不当が疑われる場合等において、的確に事実関係を把握し、公正
かつ適切な措置を採ることを主眼とする。 
 

第３ 監査対象となる訪問看護ステーションの選定基準 
監査は、次のいずれかに該当する場合に、地方厚生（支）局及び都道府県又は厚生労

働省並びに地方厚生（支）局及び都道府県が共同で行うものとする。 
１ 指定訪問看護の内容に不正又は著しい不当があったことを疑うに足りる理由がある

とき。 
２ 訪問看護療養費の請求に不正又は著しい不当があったことを疑うに足りる理由があ

るとき。 
３ 度重なる個別指導（「指導要綱」に定める「個別指導」をいう。以下同じ。）によっ

ても、指定訪問看護の内容又は訪問看護療養費の請求に改善が見られないとき。 
４ 正当な理由がなく個別指導を拒否したとき。 
 

第４ 監査担当者 
監査は、原則として地方厚生（支）局にあっては、地方厚生（支）局長が指名する事

務官及び非常勤の看護師、必要に応じて技官、非常勤の医師が、都道府県にあっては都
道府県において適当と認める者が担当する。必要と認められる場合は、厚生労働省保険
局医療課の医療指導監査担当官も共同して担当する。 
 



第５ 監査の方法等 
１ 事前調査 

監査担当者は、原則として監査を実施する前に訪問看護療養費請求書による書面調
査を行うとともに、必要と認められる場合には、患者等に対する実地調査を行う。 

２ 監査実施通知 
監査対象となる訪問看護ステーションを決定したときは、地方厚生（支）局はあら

かじめ次に掲げる事項を文書により、訪問看護ステーションの当該指定訪問看護事業
者に通知する。なお、当該通知には、当該監査を地方厚生（支）局及び都道府県又は
厚生労働省並びに地方厚生（支）局及び都道府県が共同で行うことを明記するものと
する。 

（１）監査の根拠規定 
（２）監査の日時（土曜日及び休日を除く。）及び場所 
（３）出席者 
（４）準備すべき書類等 
３ 出席者 

監査に当たっては、監査対象となる訪問看護ステーションの当該指定訪問看護事業
者（又はこれに代わる者）及び管理者の出席を求めるほか、必要に応じて指定訪問看
護担当者及び訪問看護療養費請求事務担当者等、その他の従業者（これらの職にあっ
た者を含む。）又は関係者の出席を求める。 

４ 監査調書の作成 
監査担当者は、監査後、監査調書を作成する。 

 
第６ 監査後の措置 

１ 行政上の措置 
行政上の措置は、健康保険法第 95 条の規定に基づく、指定訪問看護事業者の当該訪

問看護ステーションの指定の取消並びに指定訪問看護事業者に対する戒告及び注意と
し、不正又は不当の事案の内容により、次の基準によって行う。 

（１）取消処分 
地方厚生（支）局長は、訪問看護ステーションにおいて指定訪問看護の内容若し

くは訪問看護療養費の請求に関し、次のいずれか 1 つに該当するときには、取消処
分を行う。 
① 故意に不正又は不当な行為があったとき 
② 重大な過失により、不正又は不当な行為がしばしばあったとき 

（２）戒告 
地方厚生（支）局長は、訪問看護ステーションにおいて指定訪問看護の内容若し

くは訪問看護療養費の請求に関し、次のいずれか 1 つに該当するときは、戒告を行



う。 
① 重大な過失により、不正又は不当な行為があったとき 
② 軽微な過失により、不正又は不当な行為がしばしばあったとき 

（３）注意 
地方厚生（支）局長は、訪問看護ステーションにおいて指定訪問看護の内容若し

くは訪問看護療養費の請求に関し、軽微な過失により、不正又は不当な行為があっ
たときに該当するときは、注意を行う。 

２ 厚生労働省への協議 
地方厚生（支）局長は、行政上の措置を講ずる場合は、あらかじめ関係資料を添え

て厚生労働省保険局医療指導監査室に協議を行うものとする。 
３ 聴聞 

地方厚生（支）局長は、監査の結果、当該訪問看護ステーションの取消処分に該当
すると認められる場合には、監査後、取消処分予定者に対して、行政手続法（平成 5
年法律第 88 号）の規定に基づき聴聞を行わなければならない。 

なお、その際必要に応じ都道府県国民健康保険主管課、後期高齢者医療主管課の職
員も関係行政庁の職員として聴聞に参加することができる。 

４ 行政上の措置の通知 
地方厚生（支）局長は、行政上の措置を行ったときは、訪問看護ステーションの当

該指定訪問看護事業者に対し措置の種類、根拠規定、その原因となる事実等について
文書により通知を行う。 

５ 経済上の措置 
（１）地方厚生（支）局及び都道府県は、監査の結果、指定訪問看護の内容又は訪問看

護療養費の請求に関し不正又は不当の事実が認められ、これに係る返還金が生じた
場合には、該当する保険者に対し、訪問看護ステーションの名称及び当該指定訪問
看護事業者名、返還金額等必要な事項を通知し、当該保険者から審査支払機関に連
絡させ、当該指定訪問看護事業者に支払うべき訪問看護療養費からこれを控除させ
るよう措置する。 

この取扱いにより難いときは、審査支払機関から当該保険者に連絡させ、返還金
相当額を当該指定訪問看護事業者から直接、当該保険者に返還させるよう措置する。 

（２）地方厚生（支）局及び都道府県は、返還の対象となった訪問看護療養費に係る被
保険者等が支払った一部負担金等に過払いが生じている場合には、監査対象となっ
た指定訪問看護事業者に対して、当該一部負担金等を当該被保険者等に返還するよ
う指導する。 

また、該当する保険者に対しては、当該被保険者等あてにその旨通知するよう指
導する。 

（３）監査の結果、指定訪問看護の内容又は訪問看護療養費の請求に関し不正又は不当



の事実が認められた場合における当該事項に係る返還期間は、原則として 5 年間と
する。 

６ 行政上の措置の公表等 
（１）地方厚生（支）局長は、監査の結果、取消処分を行ったときは、健康保険法第 96

条第 3 項の規定に基づき、速やかにその旨を公示する。 
（２）地方厚生（支）局及び都道府県は、監査の結果、戒告又は注意の行政上の措置を

行ったときは、保険者団体、審査支払機関及び都道府県の医師会等に対し、その旨
を連絡する。 

（３）地方厚生（支）局長及び都道府県知事は、戒告又は注意を受けた指定訪問看護事
業者の当該訪問看護ステーションに対して、一定期間内に個別指導を実施する。 

 
第７ その他 

１ 監査を行うに当たっては、保険者、審査支払機関及び都道府県の医師会等に協力を
求め円滑な実施に努める。 

２ 地方厚生（支）局は、訪問看護ステーションの監査について、都道府県関係各課を
通じて都道府県介護保険担当部署との間で、相互に情報提供を行うなどの連携を図り、
適正な実施に努める。 

３ 地方厚生（支）局は、訪問看護ステーションの取消処分が当該管理者の責務に関わ
る場合は、他の地方社会保険事務局へ当該管理者の氏名、職種、免許番号、内容等を
連絡する。 

４ 地方厚生（支）局は、監査及び行政上の措置の実施状況について、別に定めるとこ
ろにより厚生労働省保険局医療課医療指導監査室に報告する。 



保医発０４０３第１号 

令 和 ７ 年 ４ 月 ３ 日 

 

 

地方厚生（支）局医療課長 

都 道 府 県 民 生 主 管 部（局） 

国民健康保険主管課（部）長    殿 

都道府県後期高齢者医療主管部（局）  

後期高齢者医療主管課（部）長 

 

 

厚生労働省保険局医療課長 

（公 印 省 略） 

 

 

「指定訪問看護事業者等の指導及び監査の取扱いについて」 

の一部改正について 

 

 

標記については、「指定訪問看護事業者等の指導及び監査について」（保発

０４０３第１号）が令和７年４月３日付けで発出されたことに伴い、今般、

下記のとおり改正することとしたので、その実施に当たっては、次の事項に

留意のうえ実施されたい。 

 
記  

 

１ 個別指導について 

（１）指導要綱第４の３の（１）の⑤の訪問看護ステーション（以下「高額

訪問看護ステーション」という。）について 

① 指導対象となる高額訪問看護ステーションの選定は、訪問看護療養

費請求書の一件当たり平均額に加え、各都道府県において、当該都道

府県の訪問看護ステーションの特性、療養費の実態等を勘案して行う

ものとする。 

② 高額訪問看護ステーションの選定に用いる訪問看護療養費請求書一

件当たりの平均額の算出基礎となるデータは、当面、社会保険診療報

酬支払基金及び国民健康保険団体連合会からのデータによること。 

（２）個別指導の選定基準について指導要綱第４の３の（１）の⑦の具体的

別紙２ 



な例としては、次のようなものが考えられる。 

① 過去に取消処分を受けた訪問看護ステーションであって、その後再

指定を受けた訪問看護ステーション 

② 検察又は警察からの情報により、指導の必要性が生じた訪問看護ス

テーション 

③ 保険医療機関又は他の訪問看護ステーションの個別指導又は監査に

関連して、指導の必要性が生じた訪問看護ステーション 

④ 会計検査院の実地検査の結果、指導の必要性が生じた訪問看護ステ

ーション等である 

 

２ 経済上の措置について 

（１）個別指導の自主返還 

① 地方厚生（支）局及び都道府県は、個別指導において指定訪問看護

等の内容又は訪問看護療養費等の請求に関し不当な事項を確認したと

きは、訪問看護ステーションの当該指定訪問看護事業者に対し事実の

確認を行ったうえ自主点検を求める。自主点検の結果、指摘した事項

と同様なものが確認されたときは、指摘した分と併せて自主返還を求

める。 

② 地方厚生（支）局及び都道府県は、訪問看護ステーションの当該指

定訪問看護事業者に対し、①の取扱い、指摘事項等について十分説明

する。 

③ ①に定める自主返還の期間は、原則として指導月前１年以上とする。 

④ 自主返還については、該当する保険者に対し、訪問看護ステーショ

ンの名称及び当該指定訪問看護事業者名、返還金額等必要な事項を通

知し、当該保険者から審査支払機関に当該指定訪問看護事業者に支払

うべき訪問看護療養費等から返還金額を控除するよう連絡させる方法

による。  
なお、この取扱いにより難いときは、審査支払機関から当該保険者

に連絡させ、返還金相当額を訪問看護ステーションの当該指定訪問看

護事業者から直接、当該保険者に返還させる方法とする  
（２）返還の方法  

個別指導の自主返還又は監査の返還の方法については、（１）の④及び

監査要綱の第６の５の（１）の方法の他、「保険医療機関等の指導及び監

査についての取扱いについて」（平成１２年５月３１日付事務連絡）で示

された「指導大綱関係実施要領」及び「監査要綱関係実施要領」の経済

上の措置の取り扱いに準じて取り扱うものとする。 

 



３ 指導及び監査の実施通知について 

指導及び監査の実施に当たっては、実施日の概ね１週間から１０日前に

通知することとし、特に悪質な訪問看護ステーションに対する監査の実施

については、必要に応じ、監査の当日に通知を持参することとされたい。 


